















学位授与年月日 平成 17 年 3 月 25 日
学位授与の要件 学位規則第 4 条第 1 項該当
法学研究科公法学専攻












の 1970 年以降のパターナリズムの概念定義を(1) 目的・動機(理念)、 (2)正当化・価値判断の付与、 (3) 自己決定能力・































主義的「法と経済学」分析 (Behavioral Law and Economics) の知見に依拠しつつ、短期的な自己決定が必ずしも
合理的とは呼べない点に注意を促し、従来の「法と経済学」の根底にある「合理的選択」者としての人間像を批判す
る。そして、限定的合理性しか持ち得ないことが人間の条件であるからこそ、その矯正手段として、リベラル・パタ
ーナリズムが要請されると論証する。最後に、 (4)近年の経済学基礎論のいくつかを紹介しながら、パターナリズム的
介入は必ずしも選好の充足や効率性といった基準とも矛盾しない 申請者はこのように結論づける。
パターナリズムと個人の自律の相互補完性をめぐる申請者の着想は興味深いものであり、その目の付け所の良さは
特筆に値する。さらに本論文は、行動主義的「法と経済学」をわが国の法学研究に導入する最初の試みともなってお
り、この点も大いに評価されなければならない。論文前半と後半の理論的脈来が若干見えにくいこと、パターナリズ
ム的介入の限界や歯止めを何に求めるのかといったことなど、今後の研究の進展に期待すべき点も存在するが、全体
としては、単なる着想にとどまらず、大きな理論的枠組を展開させる力量を有するものと認められる。以上を考慮、し、
審査委員一致で、申請者は、独立した研究者として研究を遂行できるレベルに達しており、学位授与に相当するもの
と判断する。
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